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平成25年５月13日 

 

会 社 名 パ イ オ ニ ア 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役 兼 社長執行役員 小谷 進 

     （コード ６７７３ 東証第一部） 

問合せ先 代表取締役 兼 専務取締役 岡安 秀喜 

     （電話 ０４４-５８０-３２１１） 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモとの資本業務提携 

および第三者割当による新株式発行についてのお知らせ 

 当社は、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（以下「ＮＴＴドコモ」といいます。）との間で、Ｎ

ＴＴドコモが提供するスマートフォン向け情報提供サービス「ドコモ ドライブネット™」において協

業を進めてまいりました。その後、自動車利用者向けクラウド情報サービス関連事業を中心としたさ

らなる業務提携について協議を進めてまいりましたが、平成25年５月13日開催の当社取締役会におい

て、資本提携のための出資契約を締結し、自動車利用者向けクラウド情報サービス関連事業に関する

業務提携を円滑に構築するために、同社を割当先とする第三者割当による新株式発行（以下「本第三

者割当」といいます。）を実施することを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 なお、当社は、本日開催の取締役会において、上記に加え、三菱電機株式会社（以下「三菱電機」

といいます。）との業務提携を強化し、それに合わせて同社に対する第三者割当による新株式発行を

実施することについても決議しておりますが、その詳細につきましては、本日の発表資料「三菱電機

株式会社との資本業務提携強化および第三者割当による新株式発行についてのお知らせ」をご覧下さ

い。 

記 

Ⅰ．資本業務提携 

１．資本業務提携の目的および理由 

 当社は、技術力・商品力・ブランド力の高いカーエレクトロニクス事業をコア事業と位置づ

けております。カーエレクトロニクス業界は、各々の車がインターネットアクセスを有し相互

に通信可能な環境下でのクラウドサービスとの融合、大容量データを活用したサービスの多様

化をはじめとする変革期にありますが、当社はこれを事業機会と捉え、このたびの資本業務提

携を通じてこの変化に迅速に対応し、競争力強化を図ってまいります。 

 既に「ドコモ ドライブネット™」等で業務提携しているＮＴＴドコモとの関係をさらに強化

することで、スマートフォン、車載機器、タブレットＰＣなど様々なデバイスをシームレスに

繋ぐ世界をいち早く実現してまいります。 

 

２．業務提携の内容 

 当社とＮＴＴドコモは、自動車利用者向けに高度交通システムに関連したサービス等を提供

する大規模システム群であるクラウドサービス基盤を共同して立ち上げ、その基盤を活用した

事業を推進してまいります。 

 当社が持つ車載機器向けの地図・コンテンツ・サーバー技術と、ＮＴＴドコモが持つスマー



 2

トフォン向けの多くのコンテンツサービスに加え、スマートフォンによる位置情報や車載機器

等による多数のプローブ情報（走行履歴等の情報をいいます。）から生成される渋滞情報等の

ドライブ関連情報を活用することで、両社はクラウドサービス基盤を構築し、ユーザーに良質

な情報サービスを提供してまいります。 

 両社はクラウドサービスの連携により、スマートフォン、車載機器、タブレットＰＣなど

様々なデバイスでシームレスなサービス提供と最適なユーザーインターフェースの提供を目指

します。 

 また、クラウドサービスに対応した通信対応車載機器、通信モジュールの普及を推進してま

いります。 

 

３．資本提携の内容 

 当社は、本第三者割当により、ＮＴＴドコモに当社の普通株式25,773,100株（本第三者割当

および三菱電機に対する第三者割当後の所有議決権割合7.02％、発行済株式総数に対する割合

6.92％）を割り当てます。資本提携の詳細は、後記「Ⅱ．第三者割当による新株式発行」をご

参照下さい。 

 

４．業務提携先の概要 

 業務提携先であるＮＴＴドコモの概要につきましては、下記「Ⅱ．第三者割当による新株式

発行 ６．割当予定先の選定理由等 （１）割当予定先の概要」をご参照下さい。 

 

５．日程 

(１) 取締役会決議日    平成25年５月13日（月曜日） 

(２) 出資契約締結日  平成25年５月13日（月曜日） 

(３) 業務提携契約締結日  平成25年５月13日（月曜日） 

 

６．今後の見通し 

 本業務提携による平成26年３月期業績に与える影響については、同期中にクラウドサービス

基盤構築の投資などの影響が見込まれていることから、本日「平成25年３月期 決算短信〔日

本基準〕（連結）」にて公表しました平成26年３月期業績予想に織り込んでおります。今後は、

早期に提携の効果が得られるよう、共同事業の立上げを精力的に推進してまいります。なお、

平成26年３月期以降についても、本日別途発表の中期事業計画に織り込んでおります。 
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Ⅱ．第三者割当による新株式発行 

１．募集の概要 

(１) 払 込 期 日 平成25年６月28日（金曜日） 

(２) 発 行 新 株 式 数 普通株式 25,773,100株 

(３) 発 行 価 額 194円 

(４) 調 達 資 金 の 額 4,841,981,400円（差引手取概算額） 

(５) 
募集または割当の方法 
（ 割 当 予 定 先 ） 

第三者割当の方法によります。 
（株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ） 

(６) そ の 他 
上記各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生
および、当社とＮＴＴドコモとの間で、本日付で締結される出
資契約に定める前提条件が満たされることを条件とします。 

 

２．第三者割当による新株式発行の目的および理由 

 上記Ⅰ．１．に記載のとおり、当社は、技術力・商品力・ブランド力の高いカーエレクトロ

ニクス事業をコア事業と位置づけております。カーエレクトロニクス業界は、各々の車がイン

ターネットアクセスを有し相互に通信可能な環境下でのクラウドサービスとの融合、大容量デ

ータを活用したサービスの多様化をはじめとする変革期にありますが、当社はこれを事業機会

と捉え、このたびの資本業務提携を通じてこの変化に迅速に対応し、競争力強化を図ってまい

ります。 

 既にドコモドライブネット等で業務提携しているＮＴＴドコモとの関係をさらに強化するこ

とで、スマートフォン、車載機器、タブレットＰＣなど様々なデバイスをシームレスに繋ぐ世

界をいち早く実現し、自動車と通信システムを組み合わせてリアルタイムに情報を提供するテ

レマティックス分野の事業拡大を進めてまいります。 

 

３．調達する資金の額、使途および支出予定時期 

(１) 調達する資金の額 

① 払 込 金 額 の 総 額 4,999,981,400円 

② 発 行 諸 費 用 の 概 算 額 158,000,000円 

③ 差 引 手 取 概 算 額 4,841,981,400円 

（注） １．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．発行諸費用の概算額の内訳は、登記関連費用、弁護士および財務アドバイザー費用ならびに上場手数料

等を予定しています。 

 

(２) 調達する資金の具体的な使途および支出予定時期 

 本第三者割当による調達資金は、高度交通システムに関連したサービスを提供するクラウド

基盤におけるサービス機能エンジン、コンテンツ、プローブ情報（走行履歴等の情報）の収集

および活用に関する技術の強化およびクラウド基盤を使った外販に関連する投資に約30億円、

ならびにクラウド基盤を利用した既存ビジネス拡大に関連する投資に約20億円を、それぞれ充

当することを予定しておりますが、具体的には、当社とＮＴＴドコモとの間の業務提携に関す

る協議を経て払込期日後に決定いたします。調達する資金の支出予定時期については、前者の

約30億円について平成26年３月期から平成28年３月期までを予定しており、後者の約20億円に

ついて平成26年３月期から平成30年３月期までを予定しており、支出までの間は当社銀行口座

において管理いたします。  
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４．資金使途の合理性に関する考え方 

 ＮＴＴドコモとの業務提携を確実に進める上で必要となる資金等に充当することは、当社の

企業価値向上に資するものであり、合理的な使途であると判断しております。 

 

５．発行条件等の合理性 

(１) 払込金額の算定根拠およびその具体的内容 

 払込金額は、本第三者割当に係る取締役会決議日の直前営業日である平成25年５月10日（以

下「直前営業日」といいます。）までの３か月間（平成25年２月11日から平成25年５月10日）

の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値（以下「直前３か月間

平均値」といいます。）である194円（円未満切捨て。以下同じ。）といたしました。 

 本第三者割当の払込金額の算定方法について直前３か月間平均値を採用した理由につきまし

ては、当社株式の市場価格は、平成25年２月12日発表の平成25年３月期第３四半期の業績が計

画を下回ったことや、同日に平成25年３月期業績予想の下方修正を発表したことを受けて大き

く下落し、その後平成25年４月に入り株式市場全体の回復を受けて一旦上昇傾向に転じたもの

の、平成25年４月26日に平成25年３月期業績予想を再度下方修正したことから再び下落するな

ど、直近の短期間に大きく変動していることを考慮し、公正な払込金額を決定する上で、直前

営業日という特定の日の株価を使用することに代えて、平均株価という平準化された値を参考

とすることが算定根拠として客観性が高く、また、これらの当社発表により当社株価が影響を

受けた時期を含む期間における株価を考慮するのが妥当であると判断したものです。直前営業

日までの１か月間（平成25年４月11日から平成25年５月10日）の終値の単純平均値206円（以

下「直前１か月間平均値」といいます。）を採用しなかったのは、平成25年４月以降の株式市

場全体の回復を受けた期間が中心となるため、また、直前営業日までの６か月間（平成24年11

月11日から平成25年５月10日）の終値の単純平均値203円（以下「直前６か月間平均値」とい

います。）を採用しなかったのは、上記の当社発表による影響を受けない株価が織り込まれる

期間が大部分となるため、合理的でないと判断したことによります。なお、かかる払込金額

194円は、直前営業日の終値215円に対しては9.8％のディスカウント、直前１か月間平均値206

円に対しては5.8％のディスカウント、直前６か月間平均値203円に対しては4.4％のディスカ

ウントとなります。また、かかる払込金額の算定は日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱

いに関する指針」にも準拠しております。 

 当社といたしましては、かかる払込金額は合理的で有利発行に当たらないと判断しており、

本第三者割当に係る取締役会に出席した当社の監査役３名（うち社外監査役２名）全員が、当

該払込金額は上記指針に準拠するものであり、特に有利な払込金額には該当しない旨の意見を

表明しております。 

(２) 発行数量および株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

 本第三者割当および三菱電機に対する第三者割当により発行される新株式は合計で

46,129,600株（議決権数461,296個）であり、現在の当社の発行済株式総数326,093,836株（平

成25年３月31日現在の総議決権数3,208,959個）に対する割合は14.1％（議決権における割合

14.4％）となります。 

 今回の新株式発行規模は、ＮＴＴドコモおよび三菱電機との関係をそれぞれ強化するために

必要な数量と判断いたしました。また、ＮＴＴドコモとの関係強化により、自動車と通信シス

テムを組み合わせてリアルタイムに情報を提供するテレマティックス分野の事業を拡大し、企

業価値を向上させていくことが可能であり、三菱電機との関係強化により、市場競争のさらな

る激化に対応するコスト競争力の向上、次世代ナビゲーションの開発力強化を図り、企業価値
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を向上させていくことが可能であり、さらに本第三者割当および三菱電機に対する第三者割当

による調達資金と併せて、平成25年５月13日発表の中期事業計画の柱の一つであるビジネスモ

デル変革による新価値創造にも繋がると考えております。 

 

６．割当予定先の選定理由等  

(１) 割当予定先の概要 

① 商 号 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

② 所 在 地 東京都千代田区永田町二丁目11番１号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 加藤 薰 

④ 主 な 事 業 内 容 携帯電話事業、その他事業 

⑤ 資 本 金 949,680百万円 

⑥ 設 立 年 月 日 平成３年８月14日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 43,650,000株 

⑧ 事 業 年 度 の 末 日 ３月31日 

⑨ 従 業 員 数 23,890名（連結） 

⑩ 主 要 取 引 先 一般顧客、法人等 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 － 

日本電信電話株式会社 63.32％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)  1.91％

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社(信託口)  1.84％

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT - TREATY CLIENTS  0.83％

ザ バンク オブ ニユーヨーク メロン アズ  
デポジタリー バンク フオー デポジタリー レシート 
ホルダーズ 

 0.57％

ステート ストリート バンク アンド トラスト  
カンパニー 

 0.49％

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社(信託口９)  0.40％

ステート ストリート バンク アンド トラスト  
カンパニー 505225 

 0.38％

メロン バンク エヌエー アズ エージェント フォー  
イッツ クライアント メロン オムニバス ユーエス  
ペンション 

 0.37％

⑫ 大株主および持株比率 

バークレイズ証券株式会社  0.36％

⑬ 当 事 会 社 間 の 関 係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 
スマートフォンを用いた通信カーナビゲーションサービスに関す
る取引があります。 

 
関 連 当 事 者 へ の 
該 当 状 況 

該当事項はありません。 
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⑭ 最近３年間の経営成績および財政状態（連結・米国会計基準） 

 事 業 年 度 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

 株 主 資 本  4,850,436百万円  5,062,527百万円  5,427,575百万円 

 総 資 産  6,791,593百万円  6,948,082百万円  7,228,825百万円 

 １株当たり株主資本  116,969.29円  122,083.91円  130,887.12円 

 営 業 収 益  4,224,273百万円  4,240,003百万円  4,470,122百万円 

 営 業 利 益  844,729百万円  874,460百万円  837,180百万円 

 税 引 前 利 益  835,338百万円  876,958百万円  841,658百万円 

 
株主に帰属する当期純
利 益 

 490,485百万円  463,912百万円  495,633百万円 

 
基本的１株当たり株主
に帰属する当期純利益 

 11,797.07円  11,187.34円  11,952.29円 

 １ 株 当 た り 配 当 金  5,200円  5,600円  6,000円 

（注） １．資本金、発行済株式総数および従業員数は、平成25年３月31日現在におけるものです。また、大株主お

よび持株比率は、平成24年９月30日現在の株主名簿を基準として記載しております。 

 ２．割当予定先は、東京証券取引所市場第一部に上場しており、当社としては、割当予定先が東京証券取引

所に提出したコーポレート・ガバナンス報告書に記載された反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

およびその整備状況を東京証券取引所のホームページにて確認することにより、割当予定先または割当

予定先の役員もしくは主要株主が反社会的勢力ではなく、反社会的勢力とは一切関係していないと判断

しております。 

(２) 割当予定先を選定した理由 

 上記Ⅰ．１．に記載のとおり、当社とＮＴＴドコモはこのたび業務提携により自動車と通信

システムを組み合わせてリアルタイムに情報を提供するテレマティックス事業の共同立上げを

推進するために業務提携を行うことといたしました。この業務提携をより一層、円滑かつ確実

に実行し、当社の競争力と企業価値の向上に資するため、ＮＴＴドコモを本第三者割当の割当

先としたものです。 

(３) 割当予定先の保有方針 

 ＮＴＴドコモからは、割り当てる新株式の保有方針について、中・長期に保有する意向であ

ることを口頭で確認しております。なお、当社はＮＴＴドコモに対して、払込期日から２年以内

に割当新株式の全部または一部を割当先が譲渡した場合には、譲渡を受けた者の氏名または名称

および譲渡株式数等の内容を直ちに当社へ書面により報告すること、当社が当該報告内容を東京

証券取引所に報告すること、ならびに当該報告内容が公衆縦覧に供されることに同意することに

つき、確約書の発行を依頼する予定です。 

(４) 割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

 ＮＴＴドコモが関東財務局長に提出した直近の有価証券報告書（平成24年６月20日提出）お

よび四半期報告書（平成25年２月５日提出）に記載の営業収益、総資産額、株主資本、現金及

び現金同等物等の状況を確認した結果、本第三者割当の払込みについて問題のないことを確認

しております。 
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７．当社の大株主および持株比率 

募集前（平成25年３月31日現在） 募集後 

シャープ株式会社 9.19％ シャープ株式会社 8.05％

本田技研工業株式会社 4.50％ 三菱電機株式会社 7.49％

全国共済農業協同組合連合会 4.44％ 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 6.92％

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口) 

4.05％ 本田技研工業株式会社 3.94％

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口) 

3.91％ 全国共済農業協同組合連合会 3.89％

ジェーピー モルガン チェース  
バンク 385078 

2.82％
日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口) 

3.55％

三菱電機株式会社 2.30％
日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口) 

3.42％

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1.99％
ジェーピー モルガン チェース  
バンク 385078 

2.47％

バンク オブ ニューヨーク  
ジーシーエム クライアント  
アカウント ジェイピーアールディ 
アイエスジー エフイー－エイシー 

1.69％ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1.74％

パイオニア従業員持株会 1.49％

バンク オブ ニューヨーク  
ジーシーエム クライアント  
アカウント ジェイピーアールディ 
アイエスジー エフイー－エイシー 

1.48％

（注） １．平成25年３月31日現在の株主名簿を基準として記載しております。なお、同日現在、当社は自己株式を

1.54％保有しておりますが、上記には含めておりません。 

 ２．募集後の大株主の持株比率は、平成25年３月31日現在の発行済株式総数（326,093,836株）に、本第三者

割当（25,773,100株）および三菱電機に対する第三者割当（20,356,500株）により発行される株式数の

合計を加えて算出した数値です。 

 

８．今後の見通し 

 本第三者割当は当社の財務体質を改善・強化し、中長期的な成長と収益性改善に資するもの

と考えております。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

 本第三者割当および三菱電機に対する第三者割当は、①希薄化率が25％未満であること、②

支配株主の異動を伴うものではないことから、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第

432条に定める独立第三者からの意見入手および株主各位の意思確認の手続きは必要とされて

おりません。 
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10．最近３年間の業績およびエクイティ・ファイナンスの状況等 

(１) 最近３年間の業績（連結） 

 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

売 上 高  457,545百万円  436,753百万円  451,841百万円 

営 業 利 益  12,487百万円  9,216百万円  5,997百万円 

経 常 利 益  12,331百万円  9,863百万円  812百万円 

当 期 純 損 益  10,350百万円  3,670百万円  △19,552百万円 

１株当たり当期純損益  32.24円  11.43円  △60.90円 

１ 株 当 た り 配 当 金  0円  0円  0円 

１ 株 当 た り 純 資 産  264.78円  261.98円  237.97円 

(２) 発行済株式総数および潜在株式数の状況 

 株 式 数 
発行済株式総数に 
対 す る 比 率 

発 行 済 株 式 総 数  326,093,836株  100％ 

潜 在 株 式 数  －株  －％ 

(３) 最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

始  値 351円 349円 427円 

高  値 452円 434円 434円 

安  値 240円 287円 153円 

終  値 346円 423円 168円 

② 最近６か月間の状況 

 
平成24年 
11月 12月 

平成25年
１月 ２月 ３月 ４月 

始  値 191円 193円 223円 228円 190円 171円 

高  値 207円 234円 235円 262円 206円 233円 

安  値 160円 185円 201円 186円 168円 166円 

終  値 193円 214円 228円 192円 168円 200円 

③ 発行決議日の直前営業日における株価 

 平成25年５月10日 

始  値 213円 

高  値 215円 

安  値 209円 

終  値 215円 

(４) 最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

 該当事項はありません。 
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11．発行要項 

(１) 発行新株式数 普通株式 25,773,100株 

(２) 払 込 金 額 194円 

(３) 払込金額の総額 4,999,981,400円 

(４) 増加する資本金の額 2,499,990,700円（１株につき金97円） 

(５) 増加する資本準備金の額 2,499,990,700円（１株につき金97円） 

(６) 募集または割当の方法 第三者割当 

(７) 払 込 期 日 平成25年６月28日（金曜日） 

(８) 割当先および割当株式数 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 普通株式 25,773,100株 

(９) 上記各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生および、当社とＮＴＴドコモ

との間で、本日付で締結される出資契約に定める前提条件が満たされることを条件とします。 

 

 

以 上 

 


